






























































































































































































































０歳児 ３：1 国 、全道府県








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































、 北海道（専任の担当者)、福井 佐賀 大分
国
の
内
容
①－人の長を置
き、一体的な管
理運営
②保育に欠ける子
に対する保育時
間は、原則１日
８時間
開園日数、開園
時間は保護者の
就労の状況等の
地域の実情に応
じて適切に提供
③保護者の選択に
資するような情
報開示
④配慮が必要な子
どもの利用が排
除されることが
ない公正な入園
選考
地方自治体との
連携を図り、受
入に適切に配慮
⑤耐震、防災、防
犯等子どもの健
康・安全を確保
する体制
事故等が発生し
た場合の補償の
体制
⑥自己評価、外部
評価等子どもの
視点に立った評
価
結果の公表等を
通じて質の向上
に努力
該
当
道
府
県
北海道、青森、秋
田、山形、岩手
宮城､岐阜、富山
福井､大阪、三重
、
、
、
和歌山、島根、岡
山、広島、愛媛
徳島、福岡、佐賀
、
、
大分、宮崎（21）
北海道、青森、秋
田、山形、岩手、
宮城､岐阜、富山
福井､大阪、三重
、
、
和歌山、島根、岡
山、広島、愛媛、
徳島、福岡、佐賀 、
大分、宮崎（21）
北海道、秋田、山
形、岩手、宮城、
岐阜､福井､大阪、
三重、和歌山、島
根、岡山、広島
愛媛､徳島、福岡
、
、
佐賀、大分、宮崎
(19）
北海道、青森、秋
田、山形、岩手
宮城、岐阜、富山
福井、大阪、三重
、
、
、
和歌山、島根、岡
山、広島、愛媛、
徳島、福岡、大分、
宮崎（20）
北海道、青森、秋
田、山形、岩手
宮城､岐阜、富山
福井､大阪、三重
、
、
、
和歌山、島根、岡
山、広島、愛媛、
徳島、福岡、佐賀 、
大分、宮崎（21）
北海道、秋田、山
形、岩手、宮城
岐阜、大阪、三重
、
、
和歌山、島根、岡
山、広島、愛媛
徳島、福岡、大分
、
、
宮崎（17）
追
加
項
目
の
内
容
既存施設が申請
する場合、在籍
している保護者
の理解を得るよ
う十分説明
保護者からの
苦情に対応す
る体制
防災に関す
る計画を策
定
安定的・継続的
な運営に必要な
経済的基礎健全
な財務内容
食育を推進
(地産地消、食
育基本計画の策
定、食育推進担
当者・調理員の
配置など）
年齢構成・障害
のある子ども等
への適切な人員
配置
地域における次
世代育成支援対
策等に協力
市町・市町教育
委員会との十分
な連携該当道府県
宮城 宮城、広島
福岡、大分
、 福井 富山、大阪、三
重、岡山、広島
福岡
、
福井、三重
岡山、佐賀
大分
、
、
三重、徳島、 三重
仁愛女子短期大学研究紀要平成18年度 第39号
慮して認定こども園の長が定めなければならな
いｏ
開園日数及び開園時間は、保育に欠ける子ど
もに対する保育を適切に提供できるよう、保護
者の就労の状況等の地域の実情に応じて定めな
ければならない。
③保護者が多様な施設を適切に選択できるよう、
情報開示に努めなければならない。
④児童虐待防止の観点から特別の支援を要する家
庭、ひとり親家庭又は低所得家庭の子どもや障
害のある子どもなど特別な配慮が必要な子ども
の利用が排除されることのないよう、入園する
子どもの選考を公正に行わなければならない。
また、地域公共団体との連携を図り、こうした
子どもの受入れに適切に配慮しなければならな
いｏ
⑤耐震、防災、防犯等子どもの健康及び安全を確
保する体制を整えなければならない。また、事
故等が発生した場合の補償を円滑に行うことが
できるよう、適切な保険や共済制度への加入を
通じて、補償の体制を整えなければならない。
⑥自己評価、外部評価等において子どもの視点に
立った評価を行い、その結果の公表等を通じて
教育及び保育の質の向上に努めなければならな
い。
上記の各基準について、同様の基準を定めてい
る道府県は表９の通りである。①②④⑤の基準に
ついてはほとんどの道府県で同じような基準を設
けているが、③の情報開示と⑥の自己評価・外部
評価については、基準を定めていない県もある。
国の基準以外に、表１０に見られるような基準を加
えている府県があり、それぞれの道府県の事情や
地域'性に応じて対応していると考えられる。
ととしている。
３おわりに（まとめ及び課題）
認定こども園という新しい制度は、政府の方針
から生まれたものであり、幼保一元化への期待
をもっていた保育関係者も多くいた。しかし、平
成18年１０月１日に「就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進に関する法律」が施
行きれ、十分に検証されず、子どもの健やかな発
達．発育に対応したものにならないうちに制度が
スタートしてしまったような感もある。
そのような状況で始まった制度であるため、始
まりの姿をしっかりと捉え、その進んでいく方向
について調査していく必要があるのではないかと
思われた。
本研究では､始まりの姿を捉えるという目的で、
国の認定基準と比較しながら、平成18年11月１０日
現在で条例等を施行している21道府県の基準につ
いて検討してきた。全体的には国の指針に沿った
内容となっているが、細かく見ていくと、道府県
により多少ばらつきもある。基準が厳しい道府県
と緩やかな道府県との違いが、今後どのように変
化するのか、また、子どもの育ちにどう影響する
のか、興味深いところである。
職員配置、職員資格、施設設備、管理運営等の
ハード面については、各道府県ともに条例の中で
基準を定めていたが、教育及び保育の内容、保育
者の資質向上等、子育て支援のソフト面について
は、規則や要領、指針等の中で基準を定めている
道府県がほとんどである。ソフト面については、
条例で定めることが難しい面があるため、規則な
どで示している。そのため、今後も規則や要領、
指針等を収集し、確認する必要がある。
また、今回は平成18年１１月１０日現在で条例を施
行している道府県に限って基準を検討したが、１２
月議会で条例案が可決している26都府県について
も検討が必要であると考えている。今後、今回
対象としなかった26都府県の資料を収集し、全国
的な傾向を捉えていきたい。そして、平成18年に
始まった認定こども園がどのように進展していく
か、今後も調査研究を進めていきたいと思う。
２－８その他の基準
これまでの基準のどれにも属さないものとし
て､過疎地域の特例に関する基準がある。北海道、
富山では、地方裁量型認定こども園として認定を
受けようとする場合の定員は60人以上となってい
るが、過疎地域の場合には20人以上としている。
また、和歌山や大分では、知事が認める場合には
職員資格、施設設備に関する基準を適用しないこ
－５２－
松川恵子・工藤夕貴・西村重稀認定こども園の現状と課題
省省令第三号）
。「認定こども園の認定の基準に関する条例」（北海道、
青森、秋田、山形、岩手、宮城、岐阜、富山、福井、大
阪、三重、和歌山、島根、岡山広島、愛媛、徳島、福
岡、佐賀、大分、宮崎）
．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供
の推進に関する法律施行細則」等規則､要領等（北海道、
秋田、山形、岩手、宮城、岐阜、富山福井、大阪、三重、
和歌山、島根、岡山、広島、愛媛、福岡、佐賀、大分）
参考・引用資料
．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供
の推進に関する法律」
．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供
の推進に関する法律第三条第一項第四号及び同条第二項
第三号の規程に基づき、文部科学大臣と厚生労働大臣と
が協議して定める施設の設備及び運営に関する基準｣(文
部科学省厚生労働省告示第一号）
．「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供
の推進に関する法律施行規則」（文部科学省厚生労働
－５３
